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本
号
で
公
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さ
れ
た
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〔
政

令
〕

〇
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
二
六
八
）

K

〇
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る

政
令
（
二
六
九
）

〇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令
（
二
七
〇
）

〇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業

等
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令
（
二
七
一
）

L

〇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業

等
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令

（
二
七
二
）

〔
府

令
〕

〇
発
行
者
以
外
の
者
に
よ
る
株
券
等
の
公
開

買
付
け
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び

株
券
等
の
大
量
保
有
の
状
況
の
開
示
に
関

す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣

府
令
（
内
閣
府
七
二
）

M

〇
有
価
証
券
の
取
引
等
の
規
制
に
関
す
る
内

閣
府
令
の
特
例
に
関
す
る
内
閣
府
令

（
同
七
三
）

N

〔
府
令
・
省
令
〕

〇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業

等
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規

則（
内
閣
府
・
総
務
・
財
務
・
厚
生
労
働
・

農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国
土
交
通
・
環

境
一
）

N

〇
研
究
開
発
事
業
計
画
の
認
定
等
に
関
す
る

命
令
（
同
二
）

O

〇
統
括
事
業
計
画
の
認
定
等
に
関
す
る
命
令

（
同
三
）

J
M

〔
省

令
〕

〇
租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
財
務
六
三
）

K
J

〔
告

示
〕

〇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業

及
び
統
括
事
業
の
促
進
に
関
す
る
基
本
方

針（
内
閣
府
・
総
務
・
財
務
・
厚
生
労
働
・

農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国
土
交
通
・
環

境
一
）

K
J

〇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
六
条
の
二
第

二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
子
情
報
処
理

組
織
を
指
定
す
る
件
（
金
融
庁
七
五
）

K
L

〇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
二
十
六
条
の

二
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
金
融

庁
長
官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
を
定
め
る

件
（
同
七
六
）

〇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
二
十
六
条
の

五
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
金
融
庁
長

官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
を
定
め
る
件

（
同
七
七
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

免
責
関
係

K
L

◇
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令
（
政
令
第
二
六
八
号
）（
内
閣
官
房
）

地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
四
年

法
律
第
七
四
号
）
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
四
年
一
一
月

一
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う

関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令（
政
令
第
二
六
九
号
）

（
内
閣
官
房
）

１

地
域
再
生
法
（
平
成
一
七
年
法
律
第
二
四
号
。
以
下

「
法
」
と
い
う
。）第
四
条
第
二
項
第
三
号
の
政
令
で
定

め
る
政
策
課
題
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
一
条
関
係
）

^

地
域
に
お
け
る
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
対
応
し
た

良
好
な
居
住
環
境
の
形
成

_

地
域
に
お
け
る
未
利
用
の
又
は
利
用
の
程
度
の
低

い
資
源
を
有
効
に
活
用
し
た
産
業
の
振
興

２

法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
案
の
募
集

は
、
少
な
く
と
も
毎
年
度
一
回
、
当
該
提
案
の
募
集
の

た
め
の
相
当
な
期
間
を
定
め
て
行
う
こ
と
と
し
、
内
閣

総
理
大
臣
は
、
当
該
期
間
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
一
条
関
係
）

３

法
第
二
〇
条
第
三
号
の
政
令
で
定
め
る
土
地
は
、
法

第
五
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
事
業
の
用
に
供
す

る
土
地
及
び
当
該
事
業
に
係
る
代
替
地
の
用
に
供
す
る

土
地
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

４

こ
の
政
令
は
、
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
二
四
年
法
律
第
七
四
号
）
の
施
行
の
日
か
ら

施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
二
七
〇
号
）（
金
融
庁
）

１

公
開
買
付
け
に
よ
る
こ
と
を
要
し
な
い
株
券
等
の
買

付
け
等
に
、
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
わ
れ

る
売
買
等
の
う
ち
、
公
開
買
付
け
に
よ
ら
な
い
で
有
価

証
券
が
取
得
さ
れ
て
も
投
資
者
の
保
護
の
た
め
支
障
を

生
ず
る
こ
と
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
追
加
す
る

こ
と
と
し
た
。

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
等
の
促
進
に

関
す
る
特
別
措
置
法
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
政

令
第
二
七
一
号
）（
経
済
産
業
省
）

特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
等
の
促
進
に

関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
四
年
法
律
第
五
五
号
）
附

則
第
一
条
に
規
定
す
る
施
行
期
日
は
、
平
成
二
四
年
一
一

月
一
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
等
の
促
進
に

関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
（
政
令
第
二
七
二
号
）（
経

済
産
業
省
）

１

中
小
企
業
者
の
範
囲

特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
等
の
促
進

に
関
す
る
特
別
措
置
法（
平
成
二
四
年
法
律
第
五
五
号
。

以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第
五
項
第
五
号
の
規
定

に
よ
り
、中
小
企
業
者
の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
一
条
関
係
）

２

特
許
料
の
軽
減

^

法
第
一
〇
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
許
料
の
軽

減
を
受
け
る
た
め
の
必
要
書
類
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
第
二
条
第
一
項
関
係
）

_

法
第
一
〇
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
許
料
の
軽

減
す
る
金
額
を
二
分
の
一
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第

二
条
第
二
項
関
係
）

３

出
願
審
査
の
請
求
の
手
数
料
の
軽
減

^

法
第
一
〇
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
出
願
審
査
の

請
求
の
手
数
料
の
軽
減
を
受
け
る
た
め
の
必
要
書
類

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
条
第
一
項
関
係
）

_

法
第
一
〇
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
出
願
審
査
の

請
求
の
手
数
料
の
軽
減
す
る
金
額
を
二
分
の
一
と
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
条
第
二
項
関
係
）

４

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
二
四
年
一
一

月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

˜
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